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      ポスト・ディレギュレーション時代の産業ダイナミズム 
            －歴史的経験からの提言－ 
 
           戦前エレクトロニクスからの提言* 
 
                          平本 厚（ひらもと あつし） 
















































日本は 1990 年に 1 位だったのに、2010 年には 27 位に後退しているのである。 
 もちろん、この日本の行き詰まりはリーマン・ショック以降に始まったことではない。
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             産業発展と持続的成長 
 
        ―市場主義と「第 3 の道」の先にあるもの―＊ 
 
                          橘川 武郎（きっかわ たけお） 
                          （一橋大学大学院商学研究科） 
 
 
Ⅰ．はじめに：de-regulation から re-regulation へ 
Ⅱ．日本の立ち位置 












 この変化は、市場主義から「第 3 の道」（ないし「新しい公共」）への変化と言い換える
こともできる。最近脚光を浴びる「第 3 の道」があえて「第 3」と名乗るのは、戦後長く続



































 普遍性 特殊性 
先進性 1980 年代 1970 年代 
後進性 1960 年代 1950 年代 
1990 年代 
 








しかし、「失われた 10 年」と呼ばれた 1990 年代には、一転して、「後進的であり特殊であ
る」とする低い評価に舞い戻った。そして、2000 年代には、「number 1 にならなくてもい




化である。国立社会保障・人口問題研究所が 2006 年 12 月に発表した中位推計によると、
日本の人口は、2005 年の 1 億 2777 万人から減少を続け、2035 年には 1 億 1068 万人、2050
年には 9515 万人となり、2100 年には 4771 万人まで縮小する。これとは対照的に、世界の
人口は、国際連合の 2006 年の推計によれば、2005 年の 65 億 1475 万人から 2050 年には







の事業所・企業統計によれば、2001～06 年の 5 年間に日本の従業者数は、全産業で 2.5％、
建設業で 16.2 ％、製造業で 9.4 ％ 、卸売・小売業で 6.9％、飲食店・宿泊業で 4.7％減少
した。一方、同じ期間に医療・福祉では 23.4 ％ 、情報通信では 8.6 ％ 、その他サービス











Ⅲ．「失われた 10 年」とその構造化 
 
 日本の産業・企業の従来型成長戦略は、なぜ行き詰まったのだろうか。ここでは、その
起点となった「失われた 10 年」の実態に目を向けよう。 
 日本経済と日本企業は、1990 年代初頭のバブル経済崩壊後、長期にわたる低迷を経験す





れた 10 年」の深刻な意味を見出すことができる。 
 しかし、「失われた 10 年」の重みは、その程度でとどまるものではない。アメリカ・イ
ギリス・ドイツ・日本の 10年ごとの経済成長率を長期にわたって比較するとわかるように、
1900 年代から 1910 年代にかけての日本の 10 年平均経済成長率は、当時、世界の経済発展
をリードしていたアメリカのそれと比べて、「総額」ではわずかに及ばなかったものの（日
本 33.2％、アメリカ 33.4％）、「1 人当たり額」では大きく凌駕した（日本 17.7％、アメリ
カ 10.9％）。この時以来、日本の平均経済成長率は、第 2 次世界大戦の敗北の影響でデータ
が欠落している 1940 年代を除いて、アメリカ・イギリス・ドイツの平均経済成長率を、「総
額」でも「1 人当たり額」でも、一貫して上回るようになった。つまり、日本経済の主要資
本主義諸国中での相対的高成長は、1910 年代に始まり、第 2 次大戦敗北直後の一時期を除



























ら 3 要因がいずれも金融にかかわるものだった点である。 
 日本経済の長期低迷をもたらした最大の要因が不良債権の累積であったこと、1997-98






























































































ものが、広い範囲で作用したことである。この点は、ROA（Return on Assets, 総資産利益
率）や ROE（Return on Equity, 株主資本利益率）の向上を図る際に日本企業がとった姿
勢に、端的な形で示されている。 
 バブル経済崩壊後の日本企業では、ROA や ROE を重視するアメリカ型企業経営への移
行が盛んに追求された。1990 年代に「ニュー・エコノミー」を謳歌したアメリカでは、企
業が積極的に投資を行い、A（Assets, 資産）や E（Equity, 株主資本）を増やしながら、
それを上回る勢いで R（Return, 利益）を増大させて、ROA や ROE の上昇を実現する戦
略をとった。これとは対照的に、日本では、多くの企業が投資を抑制し、A や E を縮減し
て、ROA や ROE の上昇を図ろうとした。ROA や ROE の向上という同じ目標をめざしな
がらも、日米両国の企業は投資に対して正反対の姿勢をとったのであり、バブル経済崩壊
後の日本では、投資抑制メカニズムがきわめて深刻に作用したのである。 


































































界第 1 位の BASF（ドイツ）が 700 億ドル強であるのに対して、国内第 1 位の三菱ケミカ


















経済産業省製造産業局化学課を事務局として、開催された。2009 年 11 月から 2010 年 4 月
にかけて会合がもたれた「化学ビジョン研究会」（座長：橋本和仁東京大学大学院工学系研
究科教授）が、それである。筆者（橘川）は、同研究会の委員とともに、同委員会のもと













































 困難な 2 正面作戦を遂行する担い手は、言うまでもなく、民間企業である各化学メーカ
ーである。ただし、民の経営努力をサポートするという意味で、官の出番がないわけでは
ない。官による制度的支援の内容としては、次の 4 点が重要である。 










 第 3 は、事業転換への支援である。例えば、CO2 排出量削減等のためコンビナートで設
備集約を行う場合に系統・配管等の付替えに対する助成を行うこと、事業転換時に雇用面
での支援策を施すこと、などが考えられる。 

































州連合）でも、同一規模の GDP を生み出すのに日本の 1.8 倍のエネルギーを消費している
ことがわかる。この倍率は、アメリカでは 2.0 倍、韓国とカナダでは 3.1 倍、タイと中東で
は 6.0 倍に及び、インドネシア・中国・インドでは約 8 倍弱に達する。ロシアにいたっては、


















る。鉄鋼業界は、さらに 1990 年代以降の時期には、廃棄物有効利用等にも取り組んだ。 
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規模を維持した場合でも、CO2排出量を年間 1 億 3000 万トン削減することができる。この
削減量は、1990 年の日本の温室効果ガス排出量（12 億 6100 万トン）の 10.3％に当たる。








世界に移転・普及した場合に削減される CO2排出量は、年間 3 億 4000 万トンに達する。
この削減量は、1990 年の日本の温室効果ガス排出量の 27.0％に当たり、鳩山由紀夫前首相






 ここで求められるのは、最も多く CO2 を排出する石炭火力発電所の効率を改善すること
ができれば、CO2 排出量を最も多く減らすことができるという、柔軟な「逆転の発想」で
ある。2006 年の発電電力量に占める石炭火力のウエートを国別に見ると、日本が 27％であ








は大幅に減少することになる。IEA が 2006 年に発表したデータにもとづく経済産業省の試
算によれば、中国・アメリカ・インドの 3 国に日本の石炭火力発電のベストプラクティス
を普及するだけで、CO2排出量は年間 13 億 4700 万トンも削減される。この削減量は、1990
年の日本の温室効果ガス排出量の 106.8％に相当する。日本の石炭火力のベストプラクティ

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































るいは中国、台湾のように 30 万、40 万の規模で従業員を使ってやる量産というのと、それ
が同じ物なのかどうなのかということですね。日本では企業間関係を利用して、日本の企
業の最大規模というのは 7 万人から 8 万人くらいで抑えて量産をしていた。ところが、中
国なんかですと 40 万人、50 万人とかですね、そういう規模の従業員を抱えて量産をすると
いう量産の仕方をしていて、それは同じ技術と言えるのか。一言で言いますと、従来型と
いいますか、従来日本で強かったと言われていたエレクトロニクス産業での量産技術とい
うのをどう評価したらいいのかという、そういう質問です。 
 
平本厚： これも難しい問題だと思うんですが、まず普通に言われていることは、先ほど
もお話ししましたけれども、エレクトロニクスではモジュール化して擦り合わせ型ではな
46 
 
くなる、そこで擦り合わせ型の量産技術はだめになる、そういう見方ですね。だからセッ
ト組立てはだめになるけれども、部材はまだ擦り合わせで残っているのでうまくいってい
るのだという回答になる。藤本さんによれば、プロセス型産業でも擦り合わせ型なら強い
というわけで、素材でもそれなら強い。そういう回答になるのが通常の回答だと思います
けれども、そういう回答は簡単にはしたくないなと思っています。 
 ではどんな回答かと言われると、簡単ではないので、少し論点をずらしてみますと、台
湾企業の量産システムと日本企業の量産システムは印象としてはかなり違うのではないか
と思います。それは、日本が築いてきた量産システムの時間の幅が、先ほどの沼上さんの
議論と同じですけれども、台湾企業のそれとは違うからではないかと思います。違うシス
テムが進化しているのではないかと思います。 
 野村さんが問題にされている問題の核心は、日本のセットメーカーのもっていた量産能
力というのが結局どういうふうになったのか、だめになったのか、いや量産能力はいいん
だけれども他の要因でだめになったのかということだと思います。私が現状の実態調査を
していたのは９０年代の末ぐらいまでですが、そのときの印象では、海外展開もあって日
本の現場はかなり傷んでいるなと思いました。ですから、日本の量産能力そのものがダメ
になったので具合が悪くなったとは簡単には思いませんけれども、量産能力だけを問題に
すると、やはりうまくいかなくなっていたんではないかなというふうに思います。この辺
は調査をしてみないと分かりません。 
 
司会： よろしいですか。橘川先生、何か？（何もない、との合図） 
 そのほかにいかがでしょう。今日は、留学生を含む大学院生の方も多く参加しておられ
ます。今日の報告者は、専門研究者からの重厚な質問に対してだけではなく、初学者から
のシンプルな質問に対しても、丁寧に説明してくださる方々ではないかと思います。平本
先生からはいつも聞くことができますけれども、橘川先生からは話をお聞きする機会がな
かなかありませんので、この場で是非ご質問ください。ありませんか（特になし）。では、
コメンテーターの方でもっと質問があれば…。 
 
川端望： 私は、もう質問はありませんが、先ほどの西澤先生のおっしゃったこととの関
係で言えば、結局平本先生にも申し上げたことですが、日本のガラパゴス化する場合の市
場規模の程度や国の程度の大きさが何か中途半端で、もう追い込まれてグローバル化する
以外ないよねというほど追い込まれていない、さりとてこのまま発展できるよねというほ
どでもないというところが、結局何かいつも研究していていらいらするところなのかなと
思います。だから、急にマルクス主義者に戻りますが、何でこんなに大企業に金出して景
気を回復させようとする政策ばかりやるのというのがやっぱりおかしいと思いますね。法
人税を減税しても橘川先生がおっしゃったように貯蓄されちゃったら何もならないわけで、
これはだめだと、既存大企業はもう頼りにならないというふうに覚悟を決めて有権者が政
策を選択し、官僚を本当に総入れかえしというんだったら、うまくいくかわかりませんけ
れども構造転換に挑戦する話になると思うんですけれども、やっぱり既存大企業にもう一
踏ん張りしてもらってという政策しかやらないから、ガラパゴス化しているんだけれども
思い切ってがらがらって変える勇気はないし、このままで行こうかみたいな話になるんじ
ゃないかなと思うんですが。 
 
司会： 歴史的な提言ではなくてマルクス主義からの提言がありましたけれども、両先生、
いかがでしょうか。 
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橘川武郎： 私は先ほど言いましたけれども、そしてやはり川端さんとは世代が違うなと
も思いますけれども、私はもう少し企業に期待しております。企業といっても一緒くたに
しない方がいいと思いますけれども、例えば原子力は今非常に稼働率が低いと問題なので
すけれども、目標値としている 85％という数値を九州電力と四国電力はもうずっと達成し
ているのですね。そうだとすると、なぜそこで達成しているのかを調べて、それが偶然な
のか、何らかの必然なのか、必然性があるならそこを見ていこうというようなアプローチ
なのですけれども、そこに経営史の役割があると思います。個別企業のあいだに差がある
というその差に注目して、その差の中の下よりもすぐれているところの論理を学者として
抽出して、それを広げていくというふうなやり方、非常にオーソドックスなやり方なので
すけれども、そういうやり方で何とかなるのではないかと、私は思っております。 
 
司会： それでは、ほかにいかがでしょうか。最後にだめ押しで皆さんに質問を募ります
が、よろしいですか。 
 
 
 
＜閉会あいさつ＞ 
司会： それでは、そろそろ時間になりましたので、きょうの特別セミナーはここら辺で
閉じたいと思います。橘川先生、今日は、遠路はるばるおいでくださいましたこと、どう
もありがとうございました。皆さん、拍手をお願いします。（拍手） 
 平本先生、どうもありがとうございました。最後で申し上げることになりましたが、実
は平本先生はあと二日ほどで還暦を迎えられます。この特別セミナーの開催の背景には、
実はそのような事情もございました。平本先生に「ちゃんちゃんこ」を着ていただくこと
はできませんでしたが、還暦を迎えられてますます元気に重厚かつ意義深い報告をしてく
ださいました平本先生に、みなさん大きな拍手をお願いしたいと思います。（拍手） 
 どうもありがとうございました。 
 コメンテーターのお二人、お立ちください。川端先生、青木先生、どうもありがとうご
ざいました。（拍手） 
 裏方役としていろいろ手伝ってくださいました院生諸君もどうもありがとうございまし
た。（拍手） 
では、これで本日の特別セミナーを閉じることといたします。 
